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1方 法論の検討
レヴスンは,:再調達原価会計(replacementcostaccounting).を企業 の活動 を示 すために現在
市場価 格(currentmarketprice)を用い る体 系であ る として,さ らに,伝 統的 な歴史 的原価会計
を企業 の結 果についての報 告書 を作成 す るために過去 の取 引価格 を用い る体系であ る として,二 つ
の会計体 系の違い を指摘 し,か つ,こ の会計体 系の違いは会 計理 論形成のため のアプ ローチが異 な
でエエ
ることに基因す る もの である とす る。 ここで,レ ヴスンは会計理論 形成 のためのアプ ローチ を経験
的 アプローチ と規範的 アプ ローチ とに大別 した うえで,両 者 を比較 して次 の よ うに の べ て い る。
「経験的 アプ ローチに よれば,論 究 され るべ き問題点 は検証可能 な仮説 に基づいて展開 されな け れ
ばならない。検証可能 な仮説 が展開 される と,そ の仮説 に関連 す る資料が集め られる ことにな る。
そ して,こ れらの資料 はあ る経験 的枠組の 中で加工 され,そ の結 果が検討 される。経験 の結果が仮
説 に従 ってい るな らば,そ の仮定 は正 しい もの と断言 できるが,経 験 の結果 が仮説 に反 してい るな
　
らば,そ の仮定は否 定 される ことにな る。」 と。 また,「経 験的 アプ ローチは二段階 のプ ロセ スか ら
成 り立 ってい る。第一段階 においては,論 理 的分析はあ る検証可能 な命題あ るいは未発達 の理論 を
展開す るのに役立つ。第二 段階 におい ては,こ れ らの理論は観察可能 な現象 を説明 す るための理論
性 があるか否 かに よ って検証 される。一般 に,経 験 的検証は充 分に展開 された理論的基礎 を要求す
る・ さらに,こ の理論 的基礎 は検証 され るべ き仮定 を承認 す るような方法 で形成 されなけ ればな ら
ゆ
ない 。」 と。 これ に対 して,「 規 範 的 ア プ ローチ は,存 在rす べ き』(oughtto)特性,関 連性,行
為を吟味するものであり,必らずしも線 的なものに基づく必要のないものであ翻 「規範的アプ
ローチは,特 に,基 礎 とな る環境 に関 する知識 が少ない ばあい には,直 接的 ・経験 的な検 証 を行 な
うことが できないの で,問 題点 を吟味 す るために有 用 な方法 である。 この ような環境 においては,
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規範的 アプ ローチは後 にな って検証可能 な仮定 であ ると説 明 される もの を展 開するた めの有用な 出
くの
発点 を提 供す るこ とにな る。」 この よ うに経験的 アプ ローチ と規範的 アプ ローチ とを比 較 したのち,
レヴスンは,自 か らの主張 す る会 計理論は新 らしい会計理論 を構築 する ものであるか ら,経 験的 ア
くの
ブ ローチではな しに,規 範的 ア.ブローチ を採 用す ると主 張す る。
レヴス ンは,上 に見 た よ うに,自 身 の会計理論 の形成 に当 って,規 範的 アプ ローチ を採 用す る・
さらに,レ ヴス ンは この規範 的 アプ ローチ を下記 の三 つのアプ ローチに細分化 し,い ずれのアプ ロ
ーチ を採 用 すべ きか を検討 する。
① 全体 目的 アプ ローチ
② 資料拡張 アプ ローチ
③ 特定 利用者 アプ ロ'一チ
〈全体 目的ア プローチ〉
全体 目的 アプ ローチは,会 計報告書 の利 用者 を特定 の利害 関係者 に限定す ることな く,利 害 関係
者 全体 に標準 を合 わせて会計報 告書 の表示 の在 り方 を問 お うとす る もの である。 この アプ ローチは,
分配可能 利益の算定 を主 目的 とす る現行 の会計結果 を借 りて行 なわれてい る原価主義 財務諸表は利
害関係者 全体 の利害 調整 に役 立 ってい るのだ,と す る一般 的見方 と同質の もので ある。
レヴスンは,あ るひ と種類 の会計報 告書がいずれの利害 関係者 に も同 じように有用 であ る,と す
る全体 目的 アプ ローチ に疑問 を持'つて お り,「ただひ と組 の全体 目的会計報 告書 がすべ ての利害 関
係者 の ニー ズを同時的 に満足 させ う るで あ ろ うか。 ……全体 目的アプ ローチには欠点が内在 す る
くの
……。」 とのべ てい る。 その理 由 として レヴスンは次 の ようにのべ て い る。「会計報 告書 の潜在 的利
用者 にはいろい ろのグ ルー プが ある。・投 資家,信 用供与者,顧 客,労 働組合,あ るいは一般大衆 さ
え も含 む利害 関係者 集団は企業 の社会 的活動 を評価す るた めに会計資料 を用 いるであろ う。 これら
へ
のグルー プの それぞれが どの特殊 な意思決定 モデ ルを用い ようとす るのかわからない し,ま た,彼
らの それ ぞれの人 々が同 じ意思決定 モデル を用い る とい うことを示 す証拠 はほ とん どない。 む しろ
反対 に,会 計報 告書 の潜在 的利用者 が異 なる とすれば,そ の個 々の人 々の 目的が単 一の全体的意 思
ゆ
決定 モデルに よって同時 的に満た される ことはめず らしい ことであろ う。」.すなわ ち,レ ヴ スンは,
意 思決定 モデルは利害 関係 者 ご とに異 なる し,意 思決定 モデルが異なれば,当 然 に,そ のために要
求 され る情報 も異 な'つた ものにな る,す なわ ち,目 的が異なれば手段 が異な ると考 え るのであろ う。
各 々の利用者 集団 に よ'って用い られる意思決定 モデルが異な る とす れば,そ れぞれの モデルに よ'つ
ゆ
て求め'られ る情 報 は質的 に も量 的に も異な る,と い うことにな るであ ろ う。 この ような理 由か ら,
レヴ スンは全体 目的アプ ローチの採 用 を否定 する。、
.なお,こ の全体 目的 アプ ローチ を否定す る レヴスンの主張 か らレヴ スンの会計 口的観 の一端 を う
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かがい知 ることがで き よう。 レヴス ンは,あ るひ とつの会計報 告書が すべ てのグルー.プの利用者 に
同 じように役立 つ とは見ない。あ る 目的 のために作成 された会 計報告書 は その 目的のためにの み有
用性 を持 つ ものであ って,別 の 目的のためには不充分 に しか役立 ちえない と見 るの であ る。 したが
って,あ る人のた めに作 られた ものを他の人 が何 か別の 目的 のために役:立てた い とするな らば,そ
の 目的 に合致 した会計報 告書 を別の方法 で作 り出すべ きであ る,と す るのであ る。 すなわち,レ ヴ
スンは 日的別の会計報告書 の作成 を主 張す るの であ る。
〈資料拡張 アプ ローチ〉
資料拡 張 アプ ローチ とは,会 計報 告書の利用者 が意思決定 のために よ り多 くの情報 を手に入れ る
ことができる ように,会 計 資料 を拡 張すべ きであ る,'とい うことを提案 す るアプ ローチである。 し
たが って,「 このアプ ローチの採用者は,伝 統的 な会計報 告書 に示 されてい る会計資料 は領域 的に
てゆ
も量 的 に も拡 張 す べ きで あ る,と 主 張 す る 。」 こ とにな る。 この アプ ロー チの 採 用 者 と して は エ ド
ワー ズ ・ベ ル,チ ェ ンバ ー ス,べ ・トフ ォー ドな どが,ま た,こ れに類 す る もの と してASOBATが
あ げ られ よ う。
「た とえば,エ ドワー ズ ・ベ ル は,資 産 の 評 価 に 当 って,現 在 再 調 達 原 価 を もって示 す シ ス テ ム
く　ゆ
を提案 す る。」「チ ェンバー スは,財 産項 目の現在現金換 金法 と呼 びたい と主 張す る計測 システム を
　
提案 す る。」「ベ トフォー ドは,枢 調 達原価,正 味実現可能価 値,主 観 価値 を織 り込 んだ混 同 シ ステ
くゆ
ムを展開 した。」彼 らの提案 は,現 行 の歴 史的原価 に基づ く会計報告書 について,情 報 提供 とい う
.面か ら見 た量的 ・質 的欠点 を緩和 す るために代 替的な計測基礎 を織 り込む会計報告書 モデル を提案
す るものであ る。 「この資料 拡張 アブn・一チに類 す るアプ ロ 一ー・一チがASOBATに よって提案 されて
い る。 このモ ノグ ラフの著者達は伝統的な外 部会計報 告書 は多欄 式,多 元評価方式 に改 ため られ る
べ きであ ると主張 す る。 すなわ ち,現 在 の ところ,委 員会 は歴史 的原価 に よる計測方法 を用いて作
成 した もの に,現 在原 餌 を計測方法 として作成 した もの を加 えた多棚式 会計報告書 の開示 を提案 し
ている。委員会 は この会計報 告書 の様式は他 の計 測方法 を も織 り込 んで さらに拡 張 しうる としてい
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る。」
レヴヌ:ンは上記 の資料拡 張 アプローチに対 して批判 的 であ り,次 の ようにのべ てい る。 「このア
プローチは,種 々の代替的計 測方法 を選択す るためのいかな る指針 を も提供 しない。各 種の代 替案
がだれかあ るひ と りの利用者 に適切 であ る と考 え られ るばあい には,そ うい う方法 の全部 が報告 さ
れるこ とにな るか もしれない。 ほ とん どの資料 は,あ る特定 のグループの利用者 に とって少 しは適
切であ ると考 え られるであろ うか ら,こ の よ うな広 すぎ る指針 を用い る結果 は,す べて の可能 な計
測方法 を用 いて,考 えられ うるすべ ての資料 を報 告す る必要 があ る,と い うことにな って しまうで
　ユ
あろ う。」すなわ ち,こ のアプ ローチに よれば,会 計報 告書 を少 しで も利用す る人 の だれかが有用
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であ る と考 える資料はすべ て会計報 告書 に開示 され るこ とにな って しまう。 レヴスンは このアプ ロ
ーチ を採 用 した くない理 由 を次の ようにの べ て い る。「∴…人間が資料 を処理す る能 力は限 られて
ゆの
い る。 ある点 をこえ ると増加 す る情 報 を理解 し,反 応 ずる ことが肉体 的に不可能にな る。」 また,
「提供 され る資料 の量が ほ どほ どに拡 張 されるば あいで さえ も,意 思決定 の有効性 を さらに悪 くす
る ことは明 らかであ る。 この ような有効性 が減 退す る理 由は生理 学的 な ことではな く,心 理学的な
　
ことである。」 この ように,レ ヴスンは資料拡 張 アプ ローチ に よって拡張 された資料 は肉体 的に も
心理的 に もその資料 の有 用性 をそこな うことにな る,と のべ て資料 拡張 アプ ローチ を批判 してい る。
しか し,こ のアプ ローチ不採 用につい ての レヴスンの本心 は別 の ところにあ るのではない か と思 わ
れる。 すなわち,レ ヴスンは 「資料拡 張 アプ ロー チは……一段 目的 アプ ロー チつ まりは全般 目的 ア
　
ブ ローチの変形 であ る。」 と見 てお り,「この二つの アプ ローチの主 な相違は全 く単純 であ る。全般
的 アプ 四二チは検討 され る計測方法 が一 つだけ報告 され る ものであ り… …,他 方,資 料拡張 アプ ロ
ーチは分析 の対象 とな ってい る計測方 法 を既存 の報 告方法 に加 える もの であ る…・兜 」 と の べて レ、
る。 すなわ ち,全 般 目的 アプローチは ひ とつの計測方法 が会計報 告書利用者 のすべ てのグルー プに
同 じように有用 であ るとして示すのに対 して,資 料 拡張 アプ ローチは利用者 のすべ ての グルー プに
必要な計測方法 は全部示 そ うとい うもの であ る。 この二 つの アプ ロー チの共通点は会計報告書の利
用者 を特定 せず,す べ ての利用者 を念 頭 においてい る ところに存在 す る。 そ して,こ の点が レヴス
ンが このアプ ロー チ採用 しない理 由 とな ってい るのではない だろ うか。 これは,次 に見 るように,
レヴスンが会計報告書 の利用者 を特定 し,計 測方法 について は特定 の利用者 の 目的に合 わせた もの
を採 用すべ きであ る,と 見 ることか ら推 測で きるであ ろ う。
〈特 定利用者ア プローチ 〉
特 定利用者 アプロー'チについて レヴ スンは次 の ようにの べ て い る。「特定 利用者 アプ ロー チは,
いかな る計測体系 も広 い範 囲にわた るすべ ての意 思決定者 に同 じよ うに適 切 であ るとい うこ とはけ
っしてない,と い う信念 に幕つ くもの であ る。 財務上 の意 思決定者 は,潜 在 的に様 々な意思決定 モ
デル を有 す る異質 の グルー プであるので,あ るひ とつのグループに適 切な情報 は他 のグループには
　
不適切 であ るか もしれない 。」 だか ら とい って,レ ヴ スンは全般的 に適切 な計測方法 を探 し求め よ
う と.いうのではない。す なわち,レ ヴスンは計測方 法 について,あ る特定 のグループが求 め るであ
が
ろ うと思わ れる情報 ニー ズを満足 させ るための会計 を提案 す為の であ る。 この ように,レ ヴスンは
特定 の利用者 グループ に主眼 を置い てお り,特 定 利用者アプ ロー チ を採 用す るのである。 このばあ
い,レ ヴスンは,そ の特定 の利用者 グルー プ として長期持分投 資家 をあげてい る。 すなわ ち,レ ヴ
スンの提案は長期持分投資家 の情報 ニー ズにこたえ るにはいかに会計 を創 りなおすべ き・か,を 問 う
もの であ る。
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ゆ
なお,レ ヴスンが特定 利用者 として長期持 分投 資家 を選択 した理 由 として次 の三つ をあげてい る。
① 長期持分投資家 は取引の数 と量 とにおい て外部会計報 告書 の多 くの利用者 グループのなか で
最:も重i要であ る。
② 長期持…分投資家 は他 の利用者 グルー プ よ りも多方面 にわた って外部会計報 告書に依存 す る。
③ 一般 に,長 期持 分投資家の情報 ニー ズは予測資料 に向け られる。
皿 企業の将来 についての予測
一般的 に言 われてい る ことにr会 計は 財務諸表 に よ り企業 についての情報 を提 供す る もの であ り,
この会計が提供す る財務諸表 を参考 に して投資家は その企業 に投 資す るか ど うか を決定 す る。』 と
い うことがある。 この点 について レヴ スン もある程度の賛意 を示 すけれ ども,現 行 の財務諸表が そ
のために充分 に役 立 っている と見てい るわけではない。 レヴスンは この点 について次 の ようにのべ
てい る。「投 資家 は過去 の財務 資料 それ 自体 に興味 を持 ちは しない とい うこ とは一般 に認 め ら れ て
いる。合理 的な投 資家 とい うものは企業 の過去の業 績 を参考 に して企業の証券 を購 入す るわけでは
ない。 む しろ,投 資 を刺激 するのは企業 の将来 の収益力 についての見通 しである。過去 の財 務資料
は将来 の事象 を予測す るため の基礎 として,あ るいは,前 に行な った予測が正 しか ったか どうか を
　
証明 する もの として,外 部 利用者 が用い るばあいに比較的 適切 な ものであ る。」 この よ うに,レ ヴ
スンは投資家 とい うものは将 来に 目を向けてい ることを指摘 す る。 この点について,さ らに レヴ ス
ンは次 の ようにのべてい る。 「会計学の文献 においては,投 資家 の資料 ニー ズは将 来 に向け られて
ゆ
い る とい うこ と を認 識 す る説 明 で い っぱい で あ る 。」 そ して,レ ヴ ス ンは その 例 とし て ス トー バ ス,
スプ ロー ズ,ASOBATな どをあ げ て い る。 た とえ ば,ス トー バ スは 「投 資家 は だ い た い,将 来 の
　
あ る面 を予知す る ような過去 の事象のあ る面 にかかわ ってい る。」 とのべ てい るし,ス プロー ズは
「投 資家 に報告 され る過年度 の利益 を計測 する主な 目的は,将 来の年度 の利益 を予測す るため の 基
礎 を提供す ることであ る。」 とのべてい る。 また,ASOBATも1'一営利企業 に よって報 告 される財
務情報の外部 利用者 のほ とん ど渉べ ての者 はあ る将来 の期 間にわた る企業 の利益 を予測 しよ うとし
　
てい る。」 とのべてい る。
では,投 資家が将 来について関心 を持 つ もの とは どの ような ものであ ろ うか。 レヴス ンに よれぽ,
「経済学 並びに金融 に関す る文献 は投 資家の行動モデルが何 であ るかについて規範 的な答 え を提 供
している。 それに よれば,こ の モデルは,本 質的には,投 資家 とい うものは将来 の現 金流 入の量的
　
水準 と時期 とに関心 を持 ってい るこ とを示 してい る。」 とい う。 か くて,レ ヴスンは 「投資家の行
動モデルは,投 資家が主 として,{1)投資 か ら期待 され る将来 の配 当 フロー を見積 ること,(2)これ
の
らの フ ロー に関 連 す る リス ク,に 関心 を持 って い る,と い うこ とを示 して い る。」 と結 論 して い る。
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ところで,将 来 の配 当支払能 力 を決定 するためには多 くの要素 があ る と考 えられる。AAAの 外
ゆ
部報告委員会は その要素 として次 の もの をあ げてい る。
1正 味操業 フロー
2正 味 非操業 フ ロー
3株 主 と債権者 に よる投資 と投 資引揚 げ
4資 産への投 資 と投 資引揚 げか らの フロPt
5偶 発的な事象 か らの フロー.
6マ ネ ジメン トの配 当政策
しか し,こ れ らの要素 の全 部が全部,将 来 の配 当 フロー を予測 す るのに有 効 であ る とはか ぎ らな
い。「これらの要素 の多 くは不 安定 であ った り,予 測不 可能 な もの もあ る……,ま た,・全部 の配 当
ゆ
フロー を予測す る予測 システ ムを設計す るこ とは困難 であ る。」 そこで,レ ヴスンは比較的安定 的
で,か つ,予 測 可能 であ る と一般 に考 えられて いるjE味操業 フロー を配当 フロ・一一を決 定 する要素 と
　
して採 用する。 そ して,次 の ようにのべ てい る。「将来 の配 当フロー を直接 に予測 する ことはで き
ないか もしれないが,・理論 的には,将 来の正味操業 フロー を予測 す るため に会 計資料 を用 い ること
　
は可能 である と考 えられるb」さらに,「将来 の正味操業 フローの水準は,将 来 の操業 の実質 的水準
と将来 の インプ ッ ト価格お よび ア ウ トプ ッ ト価格 に よって決定 す る。 しか し,将 来 の価格水準 は,
通常,・企業 の外部 の諸事情 に よ って決 まる。 したが って,正 味 操業 フローの水準 を維持 した い と考
え るな らば,経 営管理者 に とって実 際に統制 可能 な ことは,現 在 の操業 の実質的水準 を維持 す るこ
ゆ
とである。」 とのべ ている。 さらに レヴスンは 「この正味 操業 フローの うち将 来 の実質的 な経営 水
準 をお とす ことな く配 当 として分配 するこ とのできる部分 を 『分配可能 操業 フロー』 とよぶ。 そ し
て,将 来 の分配可能 操業 フローは,経 営者 とい うものは配 当 を減少 させ るこ とを忌避 する ものであ
　
る とい う条件 を与 えるな らば,将 来の配当水準 の主要は決定要素 とな るはず であ る。」 とのべてい
る。 それゆえに,投 資家は この将来 の分配可能操業 フローについての予測 を行な うため の情報 を求
'
めるこ とにな るであろ う。 この将 来の ことを予測す る情 報 を提供す る方法 には二つの方 法が考 えら
れる。 「第一 の方 法は,投 資家 の意 思決定 に適切 であ る と考 え られ る将来 の変動 その ものの予測 を
直接的 に報 告す る方法 であ る。 よく知 られてい る予算情報 は この種 の資料 の例 であ る。 この種の情
報はr直 接的予測情 報』 と呼 ばれ る もの であ る。第二の方法 は;直 接的 な もめではな く,基 本的 に
は,予 測 のための参考 にす るとい うもの であ る。 この方 法 に よれば,過 去 の事象 はそれにかかわ る
将 来 の事象の間接 的指針 である との考 えか ら,過 去 の事象 に関す る情報 が利用者 に伝達 され る。 こ'
の タイプの資料 をr予 測 のための参考情報 』 と呼 ぶ こ とにす る。 この二 つの方法 の違 いは予測 を行
な う人 の環 境の違いであ る。直接 的予測方 法に よれば,予 測は経営管理者 に よって行 なわれ,そ の
結果が利用者 に伝達 され る。後者 の方法 に よれば,利 用者 は 自分 自身の予測 を自分 で行 なわな けれ
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ばな らない。 このばあいには,こ の予測 を容易に行 なわ せ るために,経 営管 理者は予測 のため に参
　
考 とな る情報 を提供 しなければな らない。」 以下,直 接的 予測情報 と予測参考情報 とについて検討
してみ よう。
〈直接的予測情報 〉
「将 来の フロー を予測す るため信頼 できる基礎 は投資家 の主要 な情報 ニー ズを構成 す るの で,仮
に会計 資料 が意 思決 定 のために有用 であ る と考 え るならば,こ のニー ズを満 たすた めに何 らかの方
策 が講 じられなければな らない。 予測資料 を提供す るためのひ とつの方法 としては,公 式 の外部報
告書 に予算計画 を織 り込 む方法 があ る。 すなわ ち,将 来の事象 のr直 接的予測』 が行なわ軋 る。=し
か し,当 然会計担 当者 は直接的 予測情報 を公表す る ことをき らう……。た とえば,・ある情報 が外部
利用者 の ニーズにかな り適切 であ るばあい で さえ も,会 計担 当者 は その情報 が充分 に検証可能 では
　
ない とい う理 由で将 来 に関す る予算 を外部 利用者へ報告す るこ とを差 し控 え るb」「仮 に,経 営管理
者 が行 な った予算見積 が会計報 告書 に示 され ることにな る とす れば,直 接的予 測 を報 告す るこ とに
ついて強 烈な拒否 反応が示 され るこ とにな ろ う。特 に,そ の結果生 ず る数値 の信頼性 は疑 問視 され
るであろ う。時 として経営管理者 は予測 され る将 来事象 に関す る多 くの見積 を現 実 にあわないかた
ちで提供 する ことに腐心 する。 ……経営管理者 が前 に行 な った予算見積 と実際 に現 実の もの とな っ
た事象 との事後比較 は誤差 がない ように意図的 に仕 組 まれ ることにな る。仮 に重大な誤差 が生 じた
とすれば,経 営管理者 は計画 の結果 との重大 な差 異の説 明 をしなけ ればな らない ことにな るか らで
あ る。 そして,利 用者 は,計 画 された事象 と現 実の事象 との葦異 の頻度,程 度,範 囲 を分析 す るこ
　
とに よって経営管理 者 の予測能力 を問 うであ ろ う。」 したが って,直 接的予測情報 を提供 す るこ と
については会 計担 当者 お よび経営 管理者 に よって強 烈な拒否 反応 が示 されるわけ であ る。 また,レ
ヴスンに よれば,次 の ことが直接 的予測情報提供 の障害 にな るであ ろ う,と い う。
① 一・部に,予 算の闇示 に タって競 争相手に将来 の計画 に関す る情 報 を提供 す ることか ら損害 を
'
被 む るのではないか とい う恐 れがある。
② 合理的 な見積 を展開 するだめに必要 な予測 手続 とこれらの予測 を検討 す るために必要 な予算
監査手続 とが現在 の ところない。
③ 予測 を報告す る とい う考 え方 が一般的な実務お よび現在の法的考 え方 に反 する。
した が って,① 一③ までの こ とが らが克服 で きるな らば,直 接 的予測 は利用者 に提供 される と
い うこ とにな るのであろ う。 ただ,レ ヴ スンは,こ うい つた ことが らを克服 す る条件は しば しば そ
にの
ろってい ない として,直 接的予測情報 を求 め るこ とを断念 する。 しか し,レ ヴスンの この理 由づけ
はい ささが薄弱 である。 レヴ スンの提 唱する会計理論 は規範論 としての会計理論 であるはず であ っ
て,そ の理 論は現 在 の制度的な ものに こだわ る必要はないであ ろ う。 む しろ,本 当に直接 的予測情
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報が必要 な ものであ ると考 えるな らば,そ のための手段 を開発 しなけ れば な らない はず であろ う。
それに もかかわ らず,と にか くレヴスンは直接 的予測情 報 を求 め ようとい うの ではな く,次 に見 る
予測 参考情報 を求 めたい とい うのであ る。
〈予測参考情 報〉
投 資家 の予測 ニー ズを満 たす情報 として,直 接 的予測 情報 のほかに間 接的予測情 報 とい うか予測
のために参考 とな る情 報 とい うもの が あ る。.「この ような ニー ズを満 たすため に試み られ る手段は
将来 の フロー に関す る利用者 自身の予測 を生み 出す のに有 用 であ る過去 の事象 につい ての情報 を利
用者 に提供 す る もの であ る。……関連 する将来の事象 につ いての合理的 予測 となる もの を示 す過去
の業 績資料 を利用者 に提供 するこ とは利用者 自身が これ らの事象 を予測 す るこ とを容 易 にする。 こ
の ような情報 は分配可能操業 フローの予測 についての利用者 の要 求 に適切 な ものであ る。ただ,こ
の ような予測は会計担 当者 に よって行 なわ れる ものでは ない。 予測 の参考 のための情報 は将来 に 目
を向けた資料 につ いて 利用者 のニー ズ を満 たす ものであ り,伝 統的会 計 アプ ローチに よる ものであ
鱒
る。」
過去 の事象 に関す る会計 資料 が予測の参考 とな る情報 を得 る方法 には,補 外法 と先行 指標法 とが
ある。補外法 とい うのは,利 用者 が過去 の資料 の傾 向分析 を行 な うこ とに よって将来 を推定 す るこ
とがで きる ように,特 定の計測 システムに よって情 報提供 を行 な う方法 であ る。 これに対 して,先
行指 標法 とい うのは,現 在の資料 の詳細分析 に よって,企 業の将来 に影響 を及 ぼす と予測 される諸
要因 に関す る情報 を先行指標 として とらえるこ との でき るような外部事情 を計測 シ ステムに織 り込
ゆ
む方法 であ る。
補 外法 には そ こに内在 す る大 きな限 界が存 する。補外法 は将 来 の予測 に当 って,そ れ と独立 して
存在す る過去 の事象 を観察 して行 な う方法 である。 しか し,環 境 とい うものは変化す る可能性 を常
に もつ ものであ り,仮 に,環 境 が変化 す るばあいには,過 去 の関係は突 然,劇 的 に変化す る ことに
なる。 この ような変化 を転換 点(turningpoints)と呼ぶ して,こ の転換点 こそは意 思決定者 に
とって最 も重要 な もの であ る。 したが って,過 去 の観察 に全面的 に依存 する補外法は この転換点 を
予測 するための有効 な手段 を提供 で ぎない とい う限 界 を有 する ことにな る。 では,補 外法 は環境 が
安定 してい るばあいには有効 であ るか とい うと,安 定 した環 境 において は関係 は変化 ・転 換 しない
ゆ
ので,予 測 自体行な う必要 は ない,と い うこ とにな って しまうgこ れに対 して,先 行 指標 法 も将来
の予測 を独 立の事象か ら行な うもの であ るが,補 外 法 とは異な る。仮 に,先 行 指標 が本 当 に有効な
ものであ るな らば,現 在 の変化は将来 の変化 に先 だ って起 こることにな る。 したが って,純 理論的
に言 えば,先 行指標法 は転換点 を予測 す ることが できない とい う補外法 に内在す る欠 点 を回避す る
ゆ
ことがで き ることにな る。 この ような ことか らレヴ スンは将来 の予測のため に先行指標法 を用い る
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ことを主張 するのである。
た とえば,火 山の爆発 に先 だ って小動物 が姿 を消す こ とや台風 の多い年 には蜂 がそれに先 だ って
家の北側 に巣 を作 る とい うよ うな ことが一般に知 られてい るが,こ れ らは将来 を予測 する上 での先
行指標 と言 えるか もしれない。 レヴスンは企 業の将 来の変化 はそれに先 だ ってみられ る再調達原価
の変動 に よって予測 で きる,と す る。 あ とでみ る ように,保 有 利益の生 ず る ような再調達原価 の変
動は企業の将 来の増大 す る収益 力 を反映 す る,と す る。す なわ ち,レ'ヴスンは企業の将来 を予測 す
る上での先行 指標 として再調達原価 の変動 をあげ るのであ る。
皿 利 益 概 念
レヴスンは再調 達原価 に よる計測 を主 張す る ものであ り,『利益』 と'いえば,当 然 に再調達原価
利益 を念頭 にお くことにな るであ ろ う。 レヴ スンは,再 調 達原価利益 を,エ ドワー ズ ・ベ ルに従 っ
て,操 業活動 か ら生 れた操業 利益 と保有活 動か ら生 ず る実現 可能原価 節約(保 有 利得)と の二 つの
構成要素 に区分 し,さ らに後者 を販売 に よって実 現 した実現 原価節約 と次 期以降 に実 現 するであろ
う未実現 原価 節約 とに区分 する。 これ らの利益 について,現 行の歴史的原価 会計 は,操 業活動 にか
かわ る操業 利益 と保有活動 にか かわ る実現原価節 約 とを区 別す る ことな く,両 者 をあわせて操業活
動にかかわ る利益 として取 り扱 っている。 これに対 して,レ ヴスンの再調達原価 会計 におい ては,
操業 にかかわ る利益 と保有 活動 にかかわ る利益 とを明確 に区別 し,操 業利 益は もちろんの こ と,実
現 原価節約 と未 実現 原価 節約 とをあわ せた実現可能原価節 約 .(保有利得)を 利益 として取 り扱 うべ
きである と主張 す る。 ここに おいて,レ ヴ スンは実現可能原価 節約がなぜ 利益 であるのか について
説明 ・理 論的 合理化のため に,エ ドワー ズ ・ベルの説明 ・理論 的合理化 の仕方 を検討 す るこ とか ら
始 める。
エ ドワー ズ ・ベルは,r利 金翻 を操業活動 か ら生 ずる利益 と保 有活 動か ら生 ずる利益 とに区分 し
て検討 すべ きであ るとして,次 の ようにのべ てい る。「あ る特 定期間 の企業 の諸活動 は,一 方的 に
上にだけ動 くエ スカ レー ター と似 て いる。横 の動 き,す なわ ち保有活動 に よって企業 に生 ず る利益
は 『資本利得』(capitalgain)であ る。縦 の動 き,す なわ ち操業 活動の結果 として企業 が生み出す
利得 はr操 業 利益』(operatingprofit)であ る。 これ ら二種類 の利得は,ま った く別箇 の意思決定
の所産 であ る場合が多い。企業は,生 産過程 のあ る段階,あ るいは その全段階 で,ど れだけの量 の
資産 を保有 す るか,ま た生 産過程 に どれだけ の量 の資産 を投入 す るか とい うことを決 定 す るのに,
相当の 自由裁量 の余地があ るのが普通 である。保有活動,つ まり価 格が騰貴 する閲,資 産 を保有 す
ることに よ って利益 を得 る機 会は,大 部分 の企業 に とって,操 業活 動,つ ま り,資 産 の用役 その他
の生産要素 を用いて生産 を行ない,製 品ない しサー ビスを売 るこ とに よ って利益 を獲得 す るとい う
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機会 に取 って代 るほ ど重要 な もの ではないであろ う。企業 が,一 方 の手段で利益 を獲 得 しようとす
る動機 と,他 方 の手段 に よる それ とは相違す るし,ま た,利 益 の獲得の 仕方 を左右す る事 象 も相違
す るので,二 つの型 の意 思決定 を適切 に評価 す るた めには,こ れ ら二種類 の利得 を注意深 く分離 す
とむ
るこ とが必要 であ る。」「か りに企業の第一義的 な,ま た唯一 の 目的が,経 営活動 だけ で利益 を獲得
す ることにあ った として も,や は り保有活動 の効果 を分離 す ることは(付 随的 である とはい え),
ぜひ とも必要 な こ とであ る。仮 に,そ うしないな らば,そ れ ら保有 活動 の効果 が,経 営 活動 の効果
と混 同 して し まい,企 業 の生産 上の意思決定 についての適切な評価 を下す ことが困難 にな るか らで
あ る。た とえば,価 格変動 の もとで,あ る企業 が一群 の生産要素 を生産過程 に投 じ,そ の製品 を販
売 す ることに よって,100ドルを期待 する もの と想定 しよう。 仮 に,生 産 を行 な ってい る期間 中に,
(すでに取得 した)生 産要 素 の価格が上昇 し,製 品の価格 が騰貴 した とすれば,現 行 の会計手続 に
よる最 終的な利益は,一 部は保有活動 の結果 であ り,他 の一部が経営活動の結果 であ る。 このばあ
い・生 産上の意思決定 の成果 は・二見良好 に見えるか ら,企 業 は将来 も同様 の意 思決定 を下 すこ と
になるか もしれない。 ところが,次 には価格 の変動 は生 じないか もしれず,し たが って保有活動 か
が
らの利益に よって報 告利益 が大 き くなるこ とにはな らないか もしれない。」
この ようにエ ・ドワー ズ ・ベルは企業の活動 を操業活動 と保有 活動 とに区別 し,そ れぞれの活動 か
ら生ず る 『利益』 を操業 利益 と保有利益 とに区別 し,そ れぞれの利益に よって それぞれの活動 を評
価 し ようとい うの であ る。 保有利益 については,資 本であるか利益 であ るかについ ては議論 のわか
れ る ところであ るが,エ ドワー ズ ・ベルは保有利益 を広 い意味 で,r利益』 として取 り扱 って いる。
その理由 として は次の こ とがあげ られるであ ろ う。「保有 利益は,資 産 を購入 したあ とで,そ の資
ゆ
産 の再調達原価が上昇す るばあいに生ず る。」「この項 目は……企業が その資産 の価 格が上昇 す る以'
前 に資産 を購入 した こ とに よって利益 を獲得 した ことを示 してい る。企業は,現 在の 一般的価格 よ
りも低 い価 格 で資産 を購入 した とい う意味 で 『原価 を節約 した』 こ とになる。 当年度 に生ず る この
ゆ
種 の節約は実現可能原価 節約(realizablecostsaving)であ り,・・…・」 この実現可能原価節約 の
うら当期 に実 現 した部分 が実現原価節約 であ り,期 末に実現 していない部分が未 実現 原価 節 約 であ
くまゆ
る。 エ ドワー ズ ・ベルは資産 価格の上昇分 を原価 の節約であ る と理解 し,原 価 の節 約は価 格上昇以
　
前 にその資産 を手 当 した保有 活動に帰 するr利 益』であ るとする。 すなわ ち,エ ドワー ズ ・ベルの
『利益』概念 は企業活動 の評価 とい うこ とを念頭におい ての ものであ る。 レヴスンは,上 記 のエ ド
ワー ズ ・ベ ルの説明は実現 可能 原価節約 に関 する取扱 について,高 度 に操作 的な理 論的合理化 を行
ゆ
な っているけ れ ども,こ のほか に何 も説明 していない,と 批難 してい る。
レヴ スンは上記 のエ ドワー ズ ・ベルの説明 に対 して 自問 自答 して次 の ようにのべてい る。「(実現
可 能原価節約 を利益 として取 り扱 うことは利益 を獲 得 した とい うことを意味 す る の は 確 か で あ る
が),資 産の価格 がひ きつづ き上昇 し'てい るばあいに,そ の資産 を購入 す ることに よって企業 は実
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際に利益 を獲得 できるであろ うか,と 疑問 に思 う向 ぎ もあ る。」 ひ とつの見方 として,企 業 の状況
は資産価格 の上昇後 に悪化 する可能性 があ ると言 え るか もしれない。 すなわ ち,価 格上昇後 におい
ては,そ の後 の資産 の調達 は価格上昇以 前に同種 の資産の調達 を行 な ったば あい よ りもい っそ う多
くの資金流 出 を必要 とす るはずである。 この論理 に よれば,価 格 上昇 の結果 は利益 とい うよ りも損
　
失であ るとい った方 が良いか もしれない。」 こ の よ うな疑問 に対 して エ ドワー ズ ・ベルは直接 に答
えていないが,レ ヴスンはエ ドワー ズ ・ベルな らば当然に次の よ うに答 えるであ ろ うと推 測す る。
「実際の販売価格に ついて予測さ れる変動 に関係 な く,企 業は所有 資産 の価 格 の上昇 か ら利益 を獲
得 してお り,そ れゆえに これ らの増加 は利益に算入 されるべ きであ る。 ……企業 が その資産 の価格
が上昇 す る前に資産 を購 入 していなか ったな らば,そ の後 の調達は高 い価格 で購入 しなけ ればな ら
ないために以前 よ りも多 くの キャ ッシ ュ ・フロー を必要 とす るこ とになろ う。偶然 の(あ るいは計
画 された)資 産購入 に よって生 み出 され る現金 節約は,彼 らが議論 す るで あろ うよ うに,企 業 に と
って実際 の利益 であ る。」 しか し,レ ヴスンは この よ うな説明 ・理論的合理化 は本質的 に機 会原価
計測 であ る,と 見 てい る。 すな わち,「原価 節約 は企業 がその資産 を後の期ではな しに現在購入 す
　
るな らば企業 に生 じる機 会 『利得』 を表わ す とい うことか ら利益 に算入 され る。」 とい う説明 ・理
論的 合理化 は機会原価計測 であ る,と 見 てい る。
レヴスンは機会原価 を会 計計測 システ ムに導入す るこ とに批判的 であ る6レ ヴスンは機会原価概
念に疑 問 をなげかけ,「(機会利得 の よ うな)仮 定法的 利得 は実際 に生起 した事象 と条 件が 異な るな
らば生 起 した であ ろ う事象 との比較 を必要 とする。 ……理論的 にい えば,企 業 に有効 な行為 の コー
スは無 限に存在す る。 したが って,実 際 の事象 と比較 す るために考 え られ うるすべ ての事象 の内か
ゆ
らひ とつの事象 だけ を選 択 ・比較 す ることは困難 であ る。」 とのべ てい る。 さらに,レ ヴ スンは実
現原価 節約 を利益 として取 り扱 うとす る機会原価 の説明 に理論的 困難 さがあ る,と して次 の ように
の べ て い る。「この実現 可能原価節約 とい う利益構成要素 はあるひ とつの企業 の成 績 だけに関係 す
　
る もの ではない。 実現可能 原価 節約は多 くの企業 の活 動間の比較 を暗黙 の うちに必要 とす る。」 な
ぜな らば,「実現可能原価節約は価 格 の上昇時 に資産 を保有 する とい う幸 運な立場 にない他 の 企 業
に くらべ て企業 の現 金状 態 の有 利性 を計測す るゆ えに正 当な利益 であ る。他 の企 業は ……その資産
を補 充 するためには価 格が上昇 した後の価格 で行 なわなければならない。 その結 果,同 種 の資産 と
　
購入 するために要 する現金流 出量 は保有利得 を得 た企業 の現金流 出:量を超 え るこ とに な る。」 レヴ
スンは実現 可能 原価 節約 を利益 として取 り扱 うことを説明 するためには,仮 定 的な キ ャ ッシ ュ ・フ
ローの企業間比較が行 なわ れなければな らない こ とにな る と批 判す る。
レヴスンは実現可 能原価節約 の取扱 についての機会原価的説明及 び仮定法 的な企業間比較 の説朋
も,ど ちらの説 明 も同 じ理論的基礎 に立 っている と見 る。「どちらの説明 も,ω 会計計測 プ ロセス
に直接的な企業間比較 をもち こむ必要 が あ り∫(2)ほとん ど克服 できな い計測 の困難性 を示 す こと
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になる。」 この よ うな理 由か ら,レ ヴスンは実現可能原価節約 を利益 として取 り扱 うべ きだ とす る
説明 を否定 す る。
つ ぎに,レ ヴスンは,実 現可能 原価 節約 は資産価値 の増大 を示 す ものであ るゆえに利益 である と
す るヒ ックスの説 明 につ いて検討 す る。 ヒ ックスは 「利益 とは,一 期間 内に消 費 したに もかかわ ら
ず,期 末 には期首 にあ った と同 じよ うに くらせる と期待 で きる最大価値 である。」 と定 義す る。 す
なわち,ヒ ックスに よれば,利 益 とは富 の増加,資 産価値 の増大 とい うことにな るのであ ろ う。 し
たが って,ピ ック スか ら見 れば,「 保有 利得は,企 業 が所有 してい る資産価値の増加 を表わす ゆ え
に利益 とみな されるこ とにな り,こ の よ うな増加は増価 した資産 を清算 するこ とに よって実現 利得
　
に転換 できる もの であ って,・… ・6配当 として分配 しうる利益 を構成す る。」 ことにな るであろ う。
この ような説明 に対 して レヴスンは以下に見 るよ うな批判 を加 えて い る。「保有利益 を利益 とみ
なす この種 の理論的合理化 は認識 に当 っての基礎的動機 として,可 能性 として存在 しうる企業 の清
算 を強調 してい る……。 この よ うな概 念 は,一 般 に認 め られている企業継続性の仮定一 会計 の継
続企業概念一 と矛盾す る。清 算 を指向 す る利益構成要素は投資家 の情 報 ニー ズ と矛盾 す るように
思われ る。 この利用者 グループは,た ぶ ん,投 資機会 か らの配 当フローに関心 を持 っている。長期
的 に見れば,配 当は資産 を清算 す るこ とか ら よりも資産 を運 用する ことか ら生み出 され るはずであ
って,清 算の仮定 に基づ く利益概念 は この ような情 報 ニー ズにあ まり適 していな い よ うに 思 わ れ
ゆ
る。」 さらに;「このアプ ロー チが,表 面的 に,将 来の事象 を予測 する上 で有用 でない とい うこ と以
上に再調 達原価概念 について の理論的 合理化の仕方 は特 に不適 当であ る。再調 達原価 概念は払 出価
値(販 売価格)の 運動 を描写 す るよ うには意図 されていない。企業 が保有資産 につ いて原価 節約 を
行 な った とい う事実 は,必 らず しも,こ れらの資産 の清算価 値 もあわせて上昇 す る とい うこ とを意
味 しない。 二の よ うに,仮 に保有 利得 が真 に富 の増加 を反映 する ように意図 される もの であれば,
この効果 の表示 は利益 モ デルについて再調達原価 を採用 せずに,払 出価 値 を採用 する ことが必要 と
⑳
なろ う。」 すなわ ち,レ ヴスンは実現可能原価 節約 を利益 に含 める とす る富 の増加説明 は投資家 の
ために不 適 切な もの であ る,と す る。 そして,こ の結論 に 当って,二 つの理由 をあげてい る。「ま
ず,第 一 に,増 価 した資産 の清 算か らの収入 と投 資家 への長 期的 な将来 フロー との関係 は不確実 で
あ る。第 二 に,再 調 達原価 の変動 は,た ぶん,資 産払 出価値 の変動 一 富 の増加 の本質一 一の信頼
　
し うる指 標 とはな らない 。」
上記 の ように,レ ヴスンは実現 可能 原価 節約ない し保有 利得 を利益であ るとす るエ ドワー ズ ・ベ
ルの説 明 ・理論的合理 化 お よび ヒ ックスの説明 ・理論的合理化 を受 け入 れ ることを拒否 す る。 だか ・
ら とい って,レ ヴ スンは実現可能 原価 節約 が利益 ではなレ1,と考 えてい るわ けではな い。 レヴ スン
も彼 ら と同様 に利益 として取 り扱 うべ きであ るとす る。ただ,レ ヴスンは,彼 らの利益 であ るとす
る説明 について,説 明の仕方,す なわ ち,理 論 的合理化 の仕:方が悪 い とい うのであ る。 レヴスンは,
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すでに見 た よ うに,投 資家 とい うものは将 来の経 営 フロー水準 に関心 を持 ってお り,そ して,そ の
将来の正味操業 フロー を予測す るために会計資料 を役 に立て たい と考 えてい る,と い う仮定 から出
ゆ
発 してい る。 したが って,レ ヴスンか ら見 れば,実 現可 能原価節約 が利益 であ るとの説 明すなわち
理論的合理化 は この観 点か らな され るべ きであ ると主張 するのは レヴスンの論理 か らして当然であ
ろ う。 ただ,レ ヴ スンが自身 の説明 ・理論的合理化 の仕方 と他 の人 々の説 明 ・理 論的 合理 化の仕方
とが異なる ことから,他 の人 々の説明 ・理論 的合理化 の仕方 に不備 があ ると見 るのは早計 であ る。
設定 す る会計 目的が異な るな らば,そ の 目的 を中心 と して論 じられる会計理論 に異な りが見 られる
のは当然 であ り,ま た,基 礎 概念 であ る利益につい ての説明 ・理論的合理化 の仕方が異 な っていて
当然 であ る。逆 に言 えば,会 計理論は その中心 にあ る基礎 概念 あるいは会 計 目的が異な るな らば異
な って存 在す るはず であ る。すなわ ち,会 計の基礎 的概念 であ る利益の概念 をどの ように観念す る
かが構成 され る会計理論 を異な るものにす るのであ り,会 計理論の相違 は出発点 となる基礎的概念,
すなわ ち利益概念 をどの ように観念す るか の相違か ら生ず るのであ る。
レヴスンは,自 か らが掲げ る将来 の操業 フロー水準 を予測す る とい う会計 目的 との関係 において,
実現可能原価 節約 を利益 であ る,と して説 明 ・理論的 合理化 をしょ うとす る。 「この実現可能原価
節約 を利益 である と合理化す ることは,資 産の市場価 値が 資産 を用い る ことか ら生 ずる と期待 され
る将来の操業 フロー をあ る適 当な率 を用 いて割 り引 くことに よって決定 され るとい う理 論的仮説 に
基づいてい る。 さらに,市 場価値 の変動 は資産 を用い ることに よって生 ず る と期待 される将来 の操
業 フロー の変動 を反映 す るとい う理論的仮説 に基 づいている。 したが って,こ の仮 説 に よれば,保
有 利得 を生 む資産価格 の変動 は将来 の増加 した収益 力 を反映 す るものであ るか ら,保 有利得 は合理
的な利益 であ るとみられ よ う。仮 に,こ の説明が正 しい とすれば,こ れ らの実現 可能原価節約 を含
　
めた利益概念は将来 の操業 フロー水準に関心 を もつ財務諸表の諸者 に とって適切な もの とな る。」
「実現可能原価節約が将来 の操業 フ ローの変動 に関連 する とい う信念は重要 であ る。 こ の関連が真
実 であ るな らば,再 調 達原価利益総額 が将来の分配 可能操業 フロー についての先行 指標 とな るデー
タを生 み出す ことにな る とい う主張が支持 されよ う。 また,将 来 の分 配可能操業 フローは将 来の配
当 を決定す る主要因 であ るので,操 業 フローについての先行 指標 とな る再 調達 原価 会計は長期投資
　
家 の情報 ニー ズに相 当適切 な もの となろ う。」
レヴスンは,実 現可能 原価節約 をエ ドワー ズ ・ベルや ピックスと同 じように,利 益 であ る,と 見
てい るわけ であ るが,利 益 であ るとの説明の仕方 ・理論的合理 化の仕方 において大 いに異な ってい
る。利益概念 とい う ものは設定 する会計 目的 との関係 において存在 す るものであ り,設 定 した会計
目的 が異な るな らば,そ の説明 ・理論的合理化 の仕方 が異な っていて当然 であ る。 レヴスンは会計
の 目的 を将 来の操業 フローの予測 とい うことにおいてお り,ま た,こ の操業 フローの予測は資産 の
市場価 格の変動が その先行 指標 とな ると見てい る。 それゆ え,保 有 利得の生 ず るよ うな資産価格 の
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変動は将来 の収益力の増大 を もたらす とみて,利 益 として取 り扱 われ るべ ぎであ る,と 主張 す るの
であ る。 すなわ ら,レ ヴスンの利益概念は将 来の操業 フ ロー を反映 す る もの,と い うことにな り,
実現可 能原価 節約 を利益 として取 り扱 うべ ぎであ る,と い うこ.とにな るの であ ろ う。
】V再調達原価情報
す で に見 た よ うに,レ ヴ ス ンは 「投 資 家 の行 動 モデ ルは,投 資 家 が主 と して,(1)投資 か ら期 待
され る配 当 フ ロー を見 積 る こ と,〈2)こ れ らの フ ロ・一一と関 連 して い る リス ク,の=:つ の こ と に関 心
　
を持 ってい る,と い うこ とを示 す。」 と考 えて い る。 それゆえに,レ ヴスンは 「会計資料 は予 測 さ
れ るフロー とそれ に関連 する リスク を見積 る手段 とを利用者 に提供 す るため に作成 されるべ きであ
　
る。」 と結論す る。 さらに,予 測 され るフロー と関連す る リ・スク,つ まり操業 フローの可変性 を予
測 す るための指 標 としてあ る種 の財務比率 を採用す るこ とを'提案 してい る。 このあ る種 の財務比 率
は,こ れ までの レヴ スンの主張か らも'わかる ように,再 調 達原価数値 に基 づいて作成 され た 比 率
(=再調達 原価 比率)で あ る。 この再調 達原価 比率 を求め るこ とが経営 フロー と関連 す る リス ク,
つ まり'経営 フロー の可変性 を知 る上 で有効 な ものであるな らば,再 調 達原価情報 は投 資家 に役立 つ
もの と判断 される ことにな るだろ うし,ま た,反 対 に,再 調達 原価 比率が有効 な ものでないな らば,
再調達原価情報 も役 に立 たない もの と判断 され ることにな るだ ろ う。 それゆえ,レ ヴスンは再調 達
原価 比率 の有効性 を吟味 しようとす る。 この吟味 の仕方は,再 調達 原価 比率 に よって示 された情報
と歴史的会 計手続 を用 いて求め られた同種 の比率 によ って示 された情報 とを比較 する とい'う方法 で
ゆ
ある。
レヴスンは,多 くの会計担 当者 と同様 に,「 企業の フロー についての潜在的危険性 を予測 す るた
　う
めに特 に有 用な情報 は次 の二 つの ものであ る・…・。」 と考 えて い る。
1企 業 の財務流 動性一 一債 務返済能力 を反映す る情報
2企 業 の利益獲得能 力 を反映 す る情報
ゆ
企業 の財 務流動性一一 債 務返済能力 につ いて投 資家 は興味 を持 ってい る。 「仮 に,企 業 が常 に短
期 ない しは即座 の債務返済 に応 ず る能 力 を持 ってい るならば,そ の長 期 の展望 を実現 す るための機
会は高 め られる。 これに対 して,仮 に企業が財 務流動性 一…憤 警返済能 力 が低い ものであ るな らば,
,・ ㈱
将来の経営 フロー と関連 す る リスクは大 き くな る。」 「た と え長期的 な利益獲得能力が いかに好 ま
しい ものであ ろ うとも,仮 に財務流動性 が悪 く,短 期的 な生存 め機会 が おびや か される とした ら,
ゆ
その企業 への投 資は危険 であ る。」 そ こで,レ ヴ スンは企業 の財務流動性 一 債務返済能力 を評価
す る財務 比率 である流動比率 と利子支払能力比率(timesinterestearnedratio)とにつ1、・て再調
達原価 比率に よる もの と歴 史的源価比 率に よる もの とを対比 して吟 味 する。
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また,「企業 の利益獲得可能性は,だ いたい,運 用 されてい る ものについての有効性 を反映 する。
数期間 にわ たる企業 の業 績 を観察す るな らば,変 動す る経済情 勢の中 にあ って,経 営者 がいかに対
応 しているか を評価 す るこ とが でき よう。変動す る環境 に適応す る上 で,高 度の有効性 と上 手な対
処の仕方 とは評価 のための頼 りにな る指標 であ る。 これらは,仮 に経済情 勢が好 ましい時 には企業
成長 がつづ くことを示 すであ ろ うし,反 対 に,情 勢が ぎび し くな れば反対 にな るであろ う。 手短 か
に言 えば,利 益獲得可能 率 は理論的 に言 って,経 営 フローの流 れについ ての可変性 に直接 関係す る。
ある特定 の企業 の経 営基礎 が強 メな ればな るほ ど,将 来 のフ ロー の期待 される可変 陸は少 な くな る。
これ らの比 率 を求め るために インプ ッ トされる資料 が基礎 にある状況 を効果的に描 くこ とが できる
ゆ
ならば,こ の ような比率は将 来の経営 フローの期待 される可 変性 を評価 す る上で有用 であ ろ う。」
ここで,レ ヴスンは企業 の利益獲得可能性 を評価 す る比率 として,資 産 回転率,売 上利益率,(投
資利益率)に つい て再調達 原価 比率 による もの と歴史的原価 に よる もの とを対比 して吟味 す る。
〈流 動 比 率〉
流動比率が 問題 にな るのは企業 の短期的な債 務返済能 力 を判断 す るためであろ う。流動比 率 を求
め るに当 って,再 調達 原価 を用い るばあい と歴史的原価 を用い るばあい とでは どの ように異 なるで
あろ うか。 その吟味 のため に,レ ヴスンは資産 の規模及び種類が同 じで,資 本構成 も同 じ二つの企
業 を例 にあ げてい る。 「仮 に,双 方 の企業が歴史的原価 を用いた会計手続 を行 な ってい るな らば,
双方 の会計報 告書 は相異な るか もしれない。例 として,一 方 の企業 は棚卸資産 をLIFO法に よって
評価 し,他 方 の企業 がFIFOを採用す るばあいがあげ られ よう。 こうい うばあ いには,双 方 の企業
の歴史的原価流 動比率は,運 転 資本項 目の実質量 において同 じで あるに もかかわ らず異な って示 さ
お
れ る可能性 があ る。」 これに対 して,再 調達原価 を用い るばあい には双 方の会 計報告書 は同 じよう
な ものにな るであ ろ う。'それゆ え,レ ヴスンに よれば,「再調達原価 流動比率は企業間比較 を行 な
　
うための よ り現 実的な基礎 を提供 する ことを示 してい る……。」 とい うこ とにな るであ ろ う。 ここ




利子支'払能 力比率 の趣 旨は,レ ヴスンに よれば,予 測 され る将来 の経営 フロー を現在 の支払 利子
が
と比較 す ることに よって,企 業 の将来の負債 返済能 力 を判断 しようとい うことであ る。 この比率の
算式は(当 期計上利益+利 子費用)÷ 支払利子 であ る。 仮 に,こ の比率 を求め るに当って,分 子
の利益部分 に歴史的原価利益 を採用 する と,レ ヴ スンによれば,実 際に安全性 の余地 がな くな りつ
つあ るに もか かわ らず,比 率 はそれ を示 さず にご定の ままにな ってい るばあいがあ りうるとい う。
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この点 につい て,レ ヴス ンは棚 卸資産価 格 が急激 に上昇 してい るに もか かわ らず,製 品価格 につ い
て それ相 当の調 整 を行 な っていな いばあい を例 にあげて次 の ようにの べ て い る。「棚卸資 産の回転
率 が落 ちた として も,た だ ちに歴史的原価 利益 が下落 する とは限 らない。報 告 される利益 は長 期的
な 利益獲得 力が落 ちてい るとい う事実 に もかか わ らず,価 格上 昇以前の在庫 を使用 しおわ るまで一
定 の ま まにな って いるか もしれない。 この利益獲得 力の低下 は安全性 の実質的 余地 を減少 させてい
るに もかかわ らず,報 告 され る歴 史的 原価 利益 が変 化 しない故 に,報 告 され る安全性 の余地 は減 少
　
していない ように示 され る。」 これに対 して,比 率計算 に当 って,分 子の利益 部分 に再調達 原価 に
よる当期経 営利益 を採 用す る と安全性 は どの よ うに示 され るであ ろ うか。 この点 につい て,レ ヴス
ンは次 の ようにのべ てい る。 「再調達原価 利益 は,再 調達 原価 が上昇 す るばあ いには減 少す る。 し
たが って,利 子支払能 力比率は低落 する ことにな る。結 果 として,安 全性 の余地 が少な くな るこ と
ゆ
が知 られ るであろ う。 すなわ ち,長 期的利益 と支払 利子 との開 きは減 少す る ことにな る。」 ここに
おい て,レ ヴスンは,利 子支払能力比率 を見 るば あい,再 調達 原価 を用 い る方 が歴史的原価 を用 い
　
た もの よりも期間比較 を行 な う上 です ぐれてい る,と 結論 する。
〈資産 回転 率〉
資産回転率 は資産 が どの ように効率的 に用い られるか を判断 す るために用い られる。 すなわ ち,
「資産 ・利用効 率が高 ければ高 いほ ど一 特定 の資産 に よ って生 み出 される収益 が大 きけ れ ば 大 き
いほ ど一一投資効果 は大 き くな る。回転率 が どれほ どにな るかは企業 の置か れている産業 構造 に も
よるけ れ ども,実 際 の回転 率は経営管理者 が資産 を用い る効率 をみるのに役 立つ であろ う。実際 の
回転率は経営者 の過 去の効率 の計測値 であ るか ら,こ の比 率は経営者 の将 来の効率 を予測 するため
　
の合理 的な基礎 を提供 す ると考 えられる。」
この比率は,売 上 収益 ÷ 当期 の平均 資産 の式 で示 され る。 このばあ い,歴 史的原価 に よって
この比率 を求 め ると,分 子は最 も最近 の経営期間 に受 け入 れた価値 に よって示 され るのに対 して,
分母 は過去 の期 間に生 じた原価 に よって示 される ことにな る。 これ とは反対 に,再 調達 原価 を用 い
る と,収 益 を生 み出 すために用 い られた資産 についての価 値は現在 の価 格 で示 され,分 子 も同様 に
示 され ることにな る。 こ こで,レ ヴスンは生産要素 の価 格が上昇 してい るば あい を例 として,歴 史
的原 価比 率 よ りも再調達原価比率 の方 がす ぐれて い る として次 の ようにのべ る。「(生産要 素の価格
上昇時 に)生 産量 を二定 に保 ちたい と考 えるな らば,企 業は価格 の上昇 した生産 要素 を使用 しなけ
ればな らない。 これらの資産 はr実 質 的』 に一 定 の回転 率 を維 持 す るため には よ り高 い収益 を生 み
出 さなければな らな い。仮 に生産要 素の価 格が上昇 す る時 に,利 益最 大化 を図ろ うとす る企業は,
少な くと も,以 前の 回転率 を維持 す るか高 め る ように努めなけ れば な らない。 この比率 を求 めるに
当 って,再 調達 原価 で資産評価 す るこ とは 企業 が この 目的 をはた してい るか ど うか を判断 させるで
一… ・レヴスンの情報会 計論 一 ・65
あろ う……。 これ に対 して,歴 史的原価 回転率 は生産要素価 格が上昇す ると,そ れにつれて高 くな
る傾 向があ る。 なぜ ならば,分 子であ る収益 フロー は分母 である資産 ス トックよ りも早 く調整 され
ゆ
るであろ うか ら。」 か くて,レ ヴスンは,再 調達原価 に よる資産回転率は企業 間比較 を行な う上 で
歴史的原価 に よる もの よりもす ぐれてい ると結論 する。
〈売上 利益 率〉
売 上利益 率は,将 来 の経営 の潜在能 力 を評価 す るため に役に立つ比率であ る。比率 を求め るばあ
いの分 子にな る利益 につい て,レ ヴスンは実現 可能 原価 節約 を控除 した当期経営 利益が適 当であ る
とし,そ の理 由 をつ ぎの よ うにのべ ている。 「この比率 を求め るに当 って再調達原価 デー タを用い
ることは,表 面上 は,企 業間比較 お よび魏魏 にわた る変化 をみ ることを容 易にする。再調達原価計
算の もとでの原価 費消は常 に収益 を生 み出すため に費消 された用役 を現在価値 で示すの で,利 益比
　
率は価格変動 に よ ってゆがめ られない。」「…… この比率の意味は価格 変動 が企業 にどの よ うに影響
を与えたか,経 営者 が売 上利益率 を維持 し,あ るいは伸ばす ことに成 功 して きたか を読者 に伝 え る
ことであ る。 その結果,こ の比率 は経営 か らの将 来 フローの可変性 を予測 するための基礎 を提供 す
　
るのに役 立つであ ろ う。」 か くて,レ ヴスンは,再 調達 原価 による売 ヒ利益率 の有効性 を主張 す る
のであ る。
Vレ ヴスン再調達原価会計論の特徴
レヴ スンの再調達原価会計 は長期持 分投資家 が求め るであろ う情報 ニーズを満足 させ るために役
立つ会計 システム として提案 した もの であ る。 まず,レ ヴスンは,会 計の 目的が長期持分投 資家 へ
の情報 の提供 であ る として,規 範的 に会計 口的 を設定 することか ら出発 する。 そ して,こ の長 期持
分投資家は,過 去 の財務情 報 にではな しに,将 来 に関心 を持 ってお り,主 として,(1)投資か ら期
待 され る将 来の配 当フ ロー を見積 る こ と,(2)これらの フローに関連 する リスクの両方 に関心 を持
ってい る,と 仮定 する。 この仮定 に基づいて,レ ヴスンは,投 資家 は将来 のフローについて予測 を
行 ない うる情報 を求 めてい るど結論 して論理 の展 開に と りか かる。
将来 を予 測す るた めの方法 には ふたつの方法 があ る。 ひ とつは,投 資家の意 思決定 に適切 であ る
と考 え られ る将 来の変動 その ものの予測 を直接的 に行 な う方法 であ り,他 のひ とつは,基 本的 には,
間接 的に,予 測の ための参考 とな る情報 を提供 する方法 であ る。 しか し,直 接的予測情報 は諸 般の
事情 に よって実行 しえない との理 由で,後 者 の予 測参考情報 を求 めることになる。 この予測 参考情
報 を求める方法 には補 外法 と先 行指針法 の二 つの方法 がある。補外法 は利用者が過去の資料 に基づ
いて傾 向分析 を行 ない,そ れに よって将来 を予測 す る方法 である。先行 指標法は企業の将来 に影 響
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を及、ぼす諸要 因についてあ る先行指標 を用いて予測 す る方法 であ る。補外法 は過去 の傾 向分析 を行
な う方法 であるので,環 境 の変化 に よって生 ず る変化 ・転 換点 を予測 す るために有効 な方 法 ではな
い。 そ こで,レ ヴスンは先行指 標法 を採 用すべ きであ る とする。先 行指標法 はあ る変化 ・転換 につ
いてはそれに先立 って現 われ る先行 指標 を参考 に して その変化 ・転換 を予測 す る方法 であ り,レ ヴ
スンは将 来の変化 の先行指標 として再調達原価の変動 をあげてい る。 すなわ ち,レ ヴ スンは,長 期
持 分投資家が求め る情報 ニー ズを満 たす会計 システム として,将 来の 予測に役立つ参考情 報 の提供
に当 って,将 来の変化 ・転 換点 を予測 す る先行 指標 とな る再調 達原価 を用い る会計 シ ステム を提案
す.る。
さらに,レ ヴスツ は,長 期持分 投資家が求め る将来の フロー,お よび,そ れに関 連す る リスク
(操業 プロTの 転換可能性)を 予測す るためにあ る種 の財務比率 を採 用す ることを提案 す る。 この
ばあい こρ あ る種 の財務比率 とは再調達原価 を用いて求め られ る もの であ る。 ここで,レ ヴスンは
再調達 原価 比率 の有効性 を証 明す るために,こ の比率 と歴史的原価 を用 いた財 務比率 とを対 比 して
検討 す る。 その結果,収 益力の低 下に よって経 営が悪化1.はじめてい るばあいV:,.歴史的原価比率
は それを示 さない可能性 があ るのに対 して,再 調達 原価 比率は経営 の悪化 の徴候 をただ らに知 らせ
る ことになる,と する。 ここにおいて,再 調達原価 比率は将来の予測 のための先行指標 とな る,と
い うこ とにな るであろ う。
この ように,レ ヴスンの会計理論は長期持分投資家へ の情報提供 とい う目的 を遂行 するために再
調達原価会計 が有効 であ る と主張 する ものであ る。 したが って,レ ヴスンが念頭 にお くr利 益』 と
いえば,当 然 に再調達原価利益 とい うことになるはずである。『利益』 とは どの よ うな もの であ る
か,r利益』 をどの よ うに観念 す るかが会 計理 論の出発点 であ り,そ の相違 が構成 しよ うとす る会
計理論 を異な る もの にす るの であ る。 そ うい う意味 で 『利益』は会 計の基礎概 念 であ る と言 えるで
あ ろ う。 レヴスンは再調達原価会計 を主 張す るものであ り,『利益』 は 自か らが提唱 する会計 を意
識 して観念 されてい るのは当然 であろ う。 それゆえ,同 じように再調達原価 会計 を主張 するエ ドワ
ー ズ ・ベルの観念 する 『利益』 とレヴスンの 『利益』 とが同 じであ る必要はない。否,む しろ,同
じであ ってはな らないであろ う。 レヴ スンの設定 した会計 目的 とエ ドワー ズ ・ベルが設定 した会計
目的 とが異なる ことか らす れば,両 者のr利 益』概念 が異な ってい て しご く当然 の ことであ る。 設
定す る会計 口的が異な るな らば,そ の 目的 を中心 として論 じられ る会 計理論 は異な るこ とにな る し,
また,そ の会 計理論 を構成 す るための基礎概念 であ る 『利益』概念 が異な るこ とにな るであ ろ う。
会計 の基礎概念 であ る 『利益』概念 を どの ように観念 す るかが構成 され る会 計:理論 を異な る ものに
す るのであ り,会 計理論の相違は出発点 とな る基礎概 念,す なわ ち,利 益概念 を どの ように観念 す
るかの相違 か ら生 ずる ものであ る。 したが って,レ ヴ スンの掲 げる会計 目的 とエ ドワー ズ ・ベルの
掲 げる会計 目的 とが異な るな らば,両 者 の唱 え る会計理論 が異 なるのは 当然 であ り,ま た,会 計理
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論の基礎 にあ る利益概念:が異 な るのは当然 であ る。 ところ で,『 『利益』 について,エ ドワー ズ ・
ベルは操業活動 にかかわる操業 利益 と保有活動 にかか わ る実現 可能原価節約 とに区別 し,後 者 を実
現 した もの と未実現 の もの とに区別 して検討 してい る。 レヴスン もこのエ ドワー ズ ・ベルの区別 に
な らって,こ の用語法 を用いて 『利益』概念 の検討 を行な ってい る。 しか し,エ ドワー ズ ・ベルの
用語法 は,企 業の各活動 を評価す るこ とを意図 して採 用 した 『利益』概念 に達 した ものであ る。 た
とえば,実 現可能 原価節 約 とい う語お よび,こ れを 『利益』 として取 り扱 うことは,ま さに,保 有
活動がいかに原価 を節御す るの に役 立ったか を示すの に適切な ものであろ う。仮 に,同 じように再
調達原価 会計 を唱 えるとして も,そ の 目的が異な るな らば,原 価節約 とい う語 を用 い,ま た,そ れ
を 『利益』 と観念 す ることは 不適切 であろ う。 まして,将 来の フ ロー を予測 するこ とが会計 の 目的
であ る とす るレヴスンの会計理論 に とって原価節約 とい う語 を使用 しなければな らない意味 は存 し
な い 。 臼 か ら の 考 え る 会 計 旧 的 に 合 わ せ たr利 益 』 の 概 念 お よ び 用 語 法 が 求 あ ら れ る べ き 宅 あ ろ う 。
す な わ ち,レ ヴ ス ン の ば あ い は 将 来 の フ ロ ー と い う 意 味 の 『利 益 』 と 用 語 法 が 結 び ら か な い と い う
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